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１．はじめに 

わが国の非住家建築物の約半数が築30年以上を経

過し、都市の更新の機運が高まる中、多様なニーズ

に対応しつつ建築物の更新が求められる。総プロ「建

築物と地盤に係る構造規定の合理化による都市の再

生と強靱化に資する技術開発」では既存杭に係る現

状の課題を踏まえ、既存杭を含む敷地の安全かつ合

理的な利用の促進に資する構造規定の整備に資する

研究開発を実施した。2023年度には、設計指針案の

整備と計算例の検討等を行った。 

２．技術開発の概要 

(1) 「既存杭を含む敷地における建築物の設計指針

(案)」の整備 

既存杭の再利用を前提とした、経済的・環境的に

も有効性の高い建築物への更新を促進することを目

的に、本設計指針案では、既存杭を含む敷地におけ

る建築物の構造計算の方法や関連する技術資料をと

りまとめている。ここでは、構造計算の適用範囲と

して以下の考え方を原則とした。 

本指針案に基づく建築物は、原則として剛強な基礎

ばりで支持され、安全上支障のある著しい沈下や急

激な耐力の低下のおそれのないものとすること。 

この原則を満足する基礎ばりの設計を行うため、

①剛性の確保(長期荷重に対して基礎ばりの相対変

形角≦1/2000)、②強度の確保(大地震時の基礎ばり

の応力≦弾性限)、③剛床の確保の観点で設計クライ

テリアを設けた。 

このほか、過年度の調査研究成果を反映する形で、

既存杭活用時の支持地盤の鉛直剛性の取扱い、既存

杭撤去後の地盤の緩みを考慮した杭頭の剛性・耐力

低減の考え方等を整備した。さらに、基礎構造の二

次設計の重要性も鑑み、大地震時の既存杭の支持力

喪失に関する検証方法も提示した。また、杭の水平

抵抗の偏心を考慮した過年度の応答解析結果を検証

するための振動台実験（写真）等を実施した。 

 

写真 杭基礎模型の振動台実験 

(2) 設計指針案に基づく計算例の検討 

既存杭の再利用又は撤去・埋戻しの状況を想定し

た図に示す３ケースの計算例を検討し、設計指針案

に定めるクライテリアの妥当性等を確認した。 

 

図 既存杭の処理形態に応じた計算例 

３．今後の予定 

今後も国土交通省関係部局、建築研究所、学識経

験者、建築基礎・地盤関係の団体らと連携し、本研

究成果の普及と実装を進めていく予定である。 
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１．はじめに 

現在、防火材料に関する国土交通大臣認定の性能

評価においては、発熱性試験などの他にガス有害性

試験が定められている。ガス有害性試験は、22cm角

の材料片を加熱して発生した燃焼ガスにマウスを曝

露し、その行動停止時間を基準値6.8分と比較するこ

とによってその有害性を評価している。 

しかしながら、ガス有害性試験は、生成ガスの定

量化ができないなど、様々な問題点が挙げられてい

る。さらに、動物愛護の観点からも好ましいのもで

はなく、ガス有害性試験に代わる評価手法が求めら

れている。 

本研究は、ガス成分分析をしながら欧州で有害性

ガスの評価に用いられているスモークチャンバー試

験1）（ISO 5659-2；Smoke Density Chamber Test; 以

下SDC試験）を実施し、現行のガス有害性試験とスモ

ークチャンバー試験の結果について比較し、その相

関性について検討した。 

２．研究概要 

SDC試験装置の概要を図-1、2に示す。ISO19021「フ

ーリエ変換赤外分光を使用する5659-2のガス濃度の

測定のための試験方法」に準拠して、SDC試験装置を

用いて加熱し、チャンバー天井の中央よりサンプリ

ングしたガスを、フーリエ赤外分光光度計（以下、

FTIR）を用いて定量分析した。加熱条件はISO19021

に規定された内、「25kW/m2口火あり」、「50kW/m2口

火なし」を採用した。さらに、EN 17084-2018に準拠

して、測定したガスの濃度から毒性指数CITG値
2)を計

算した。 

試験体は、一般に建築の内装材に用いられる材料

として、ラバーや壁紙、中密度繊維板（MDF）などを

選定した。 

得られたCITG値を同じ試験体を用いて実施したガ

ス有害性試験のマウスの行動停止時間と比較し、一

定の相関性があることが確かめられた。 

３．おわりに 

今後、ガス有害性試験とSDC試験の相関性に関する

より詳しい検討結果を随時学会発表や技術資料等で

公開していく予定である。また、将来的にこの研究

成果を活用してガス有害性試験の代替手法を提案す

る予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1) ISO 5659-2:2017, Plastics -- Smoke generation -- 

Part 2: Determination of optical density by a single-

chamber test. 

2) EN 17084-2018, Railway applications -Fire 

protection on railway vehicles – Toxicity test of 

materials and components. 

図-1 SDC 試験装置 2) 

図-2 SDC 試験本体部分装置図 2) 
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